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研究概要

l共同研究

◎東福寺一郎・水谷勇

「三亜県における生涯学習の推進状況につい

て（まとめ)」

＊研究概要＊

過去に行った調在結果と雌新資料等に基づ

く総括

Ⅱ個人研究

◎尾崎正利

「外国人労働者の就労形態及び就労経路に関

する調査研究（継続)」

＊研究概要＊

前年に引き続き、就労経路を中心とした調

査研究を行う。斡旋業者の募集・仲介の手法、

労働条件決定への関与等について、ヒアリン

グ調査を中心に行う。

◎束福寺一郎

「三亜県下各市町村における女性行政への取

り組み」

＊研究概要＊

昨年度は津市民の意識調査を実施したが、

それに引き続き、本年度は県内の女性行政の

実状について調査を行う。方法としては、県

下市町村を対象にアンケート調査を行い、地

域ごとあるいは市と町村間の比較を行う。

◎森 岡 洋

「産業連関表による三重県の環境分析」

＊研究概要＊

平成7年版三亜県産業連関表が最近発売さ

れた。この産業巡関表と環境分析に対する股

近の研究を使い、三重県の環境分析をする。

◎岩瀬充自

「三璽県における部落差別意識の研究」

＊研究概要＊

部落差別の意識調査における、自由記述回

答の分析を通して、三重県における部落差別

意識の特徴を分析する。

◎疋田敬志

「三重県を中心とした環境保全行政の総合的

検討」

＊研究概要＊

1999年度に実施してきた東海の自然環境保

全行政、廃棄物行政について研究を一層進め

る。

これらの成果を中間的に平成12年10月にイ

ンド（デリー）で行われるアジア太平洋斑境

会議で英文報告を行いたい。

◎茂木陽一

「近世近代移行期の三重県域における人口動

態研究」

＊研究概要＊

前年度に引き続き、人口関係資料の発掘と

分析を行う。本年度は、特に北勢地域と南勢

旧神宮甑をフィールドとする予定。

◎岡本祐次

「三亜県における中小企業賃金実態と最低賃

金」

＊研究概要＊

三亜県内の中小企業（とりわけ零細企業）

の賃金実態を調査・分析して、地域別ないし

産業別股低賃金が、どのようにリンクしてい

るかを検討する。

◎南有哲

「三亜県人の対米移民の研究－特に志摩町

片田地域を中心に－」

＊研究概要＊

日本移民史研究の到達点の把握。

志摩町片田地域における対米移民卓越現象

の背擬考察。そのために必要な資料の収集。

同地域住民への聴きとり調査により、母村＝

移民関係の実態。移民に関する伝承の発掘等

を行う。

◎冬木春子

「三亜県における子育て支援研究一ファミ

リーサポートセンターを中心に一」

＊研究概要＊

平成6年に労働省が創設した耶業として

「ファミリーサポートセンター」耶業があり、

既存の保育施設では応じきれない保育ニーズ

に対応するため、センターが地域における子

育て相互援助活動を展開している。そこで、

このファミリーサポートセンター邪業のあり

方について、四日市市のファミリーサポート

センターを中心に調査を行う予定である。

Ⅲ奨励研究員

◎岩、俊二

「津市中心市街地（特に商店街）の再生に関

する研究（継続)」

＊研究概要＊

1999年度は、津市中心市街地の衰退状況に

ついての実態把握を中心に研究を行った。2000

年度は総合的まちづくりの観点から津市TMO

事業とその実施について分析研究し、もって

津市中心市街地の再生指針を検討する。
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女子学生の職経歴設計について

～本学生活科学科学生への調査から～

はじめに

わが国における年齢階級別女子労働力率は

M字型に似た曲線を描くことは知られている

が、近年女子雇用者割合の上昇に伴い、M字

型カーブは全体的に上方へシフトしつつあ

る')。平成元年と平成11年を比較すると、と

りわけ25～29歳層の労働力率の上昇が大きく、

M字型のボトムである30～34歳層の上昇も目

立つ')。この年齢層にいる女性の労働力率が

上昇した要因として、晩婚化の進展により未

婚女性の就業者が増加したこと、さらには女

性労働者の離職状況が示すように、「結婚・

出産・育児等の理由」による離職者割合が継

続的に低下していることが考えられる，)。

この背景には、産業構造の変化や経済にお

ける労働需要の質的な変化が女性を家庭から

労働市場に引き込む力となっていることが指

摘されている‘)。さらに、今後高齢化が進展

することが予想されるが、増加する社会保障

費を負担する労働者として女性がますます期

待されているのである。

このような状況に伴い、近年「再生産平等

主義」に対する規範が弱まりつつある＄)。つ

まり、かつてのような「24,25歳で結婚し、

専業主婦になり二人か三人の子どもを生む」

ような画一的なライフスタイルへの強制が弱

まり、ライフイベントである「結嬬」や「出

産」を一つのライフスタイルとしてとらえ、

女性が多棟な職経歴（careerpatterns）を
設計していくことが可能となりつつあるので

ある。

このように女性をとりまく社会状況が変化

しているが、次代を担う若い世代の女性たち

は、どのように「結婚」や「出産」さらには

｢仕事」を意味づけているのであろうか。そ

こで本稿では、本学生活科学科の学生を対象

にした調査を通じて、女子学生の職経歴設計

を探り、その意味するところに若干の考察を

加えることにする。

冬 木 春 子

方 法

調査は6月に「生活科学概論」の獅義を行っ

た後、質間紙を配布し、その場で回収した。

淵査対象者は本学生活科学科一年生及び二年

生143名であった。

質問項目は、回答者が望む職経歴として

｢結婚・出産をしたら仕事をやめて専業主婦

になる（専業主婦)」「結婚・出産をしたら仕

事をやめるが、子どもがある年齢に達すると

パート労働をする（中断パート)」「結婚．出

産をしたら仕事をやめるが、子どもがある年

齢に達すると常勤の労働をする（中断常勤)」

｢結婚・出産にかかわりなく生涯働き続ける

(生涯就労)」の中からあてはまるものを選択

させ、その理由を自由回答方式で記述させた。

また、30歳になった時の自分の職業、結婚、

子どもについて、自由に没計させた。

結果と考察

1）学生の職経歴設計

図1で示されているように、学生の職経歴

設計では「中断パート」を望む者が雌も多く、

次いで「中断常勤」「生涯就労」「専業主婦」

の順となっている。学生の約80％が結婚ある

いは出産を機に退職し、その後短時間服用者

あるいは正規屈用者として労働市場に戻るこ

とを希望している。そこで、仕事の一時中断

を望む理由を示したのが表lである。回答の

多かった項目では「子どもが幼いうちは母親

は育児に専念した方がいい」「子育ては自分

でしたい」「子どもにとって母親が家にいる

ことが重要だ」である。ここから、仕蛎の一

時中断を望む学生の多くは「母親が育児をす

るべきであり、しかも専念することが望まし

い」とする規範を内面化していることが推測

される。また彼女たちの抱く母親イメージと

して、自分の欲求や自己実現よりも家族や子

どものそれを優先させる「他者志向的」で

｢自己献身的」なイメージを有しているよう

に思われる。この規範やイメージの内面化に

は、現代社会に存在する母性イデオロギーが
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表1仕事の一時中断を望む理由

強い力で作用していることが指摘できよう。

蹄性イデオロギーでは、「産む性」としての

女性は母親になって育児を担っていくことが

自然であると見なし、女性の人生の第一の懲

義は子どもを産んで育てることにあるとす

る6)。そこには強い性別役割分業意識が存在

し、「子育ては厭親が担わなければいけない」

との思い込みがある。これは母親による育児

を絶対的なものと見なし、保育所などに子ど

もを頂けることに対して否定的な感傭さえも

'kみ出す。例えば学生のなかに「出産したら、

子どもを保育所や親に預けてI‘1分は勘くって

いうのは子どもがかわいそうな気がする･･･」

と客える者がいるようにである。このような

｢11:性剥奪論」は近年科学的に否定される傾

向にあり、母親だけでなく父親や保育の専門

家など様々な人々に育まれることが子どもの

発達にとって認ましいとされている7)。それ

にもかかわらず、依然として社会に母性イデ

オロギーが深く投透し、若い世代の女性にも

強い影響力を及ぼしていることは注目に値す

る。

次に仕事の一時中断を蝋む理由に「仕那と

図1学生の職経歴謡計ｊ人
叩

く

72

育児の両立は難しい」ことをあげた者が多い。

その中には、「結婚あるいは出産後に働こう

としてもそれに応じた社会制皮や家庭のあり

方になっていない」ことを指摘している。そ

こで働く母親をめぐる現状に目を向けると、

働く親にとって保育サービスは亜饗な鍵とな

るが、近年では保育所待機児寵が琳加する傾

向にあり、保護者のニーズと現在の保育サー

ビスが必ずしも一致していないことがある恩も

また、家庭内における夫婦の－11の家事関連

時間に注目すると、共側き世滞の場合葵は3

時間56分、夫18分となっており、働く女性に

とっては「仕事と家'1#の二重負拠」を強いら

れているとする事実がある”。このような現

状を背殿に、学生の!|'には「経済的に共働き

をしなければならない状況になっている中で、

女性は家蛎や育児を瑚然のように任されてい

ることが多いのは、どんなに負担か男性にも

わかってほしいと思います｡」と容える者も

いる。つまり彼女たちは、仕覗と家蛎・育児

両立のための社会制度の不十分さ、さらには
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図2専攻・コース別職経歴設計

卿
糊
洲

蕊
一
一
雛
無

職
繍
燃

》
２
噸
．
蹄
鐸
篭
蕊

一
一
一
一

職；
…
似

函
》
燕

叩
“
一
一

＆
●
●
垂

一
一
斗
一
》
一
斗
一

ｃ
ｍ
夕
“
”
’
”

ｅ
Ｇ
●
●

旬
ｅ
●
●

●
●
●
■

■
。
〃
ｈ
Ｕ

ｏ
９
《
ｙ

一
一
一
一

●
一
月
必
、

■
■
Ｐ
『
Ｕ

垂
亜
亜
｝

■

亜
叩
叩
一

句
争
甲
■

■
ｐ
■
■

■
■
◆
■

■
●
●
争

●
●
●
△

●
●
■
《

食栄

園中断パート

園中断常勤
園生涯就労

シ ス テ ム

織議
甲
。
ｑ
ａ

ｅ
命
●

写
Ｏ
●
■

●
●
●

④
●
●
凸

、
●
申

甲
？
●
凸

ら
色
甲

守
■
■

一
％

・
９
０

●
穴
凹
》

守
一
の
〃
』

①
Ｄ
●

■
Ｇ
●
由

●
●
岳

●
●
命
■

寺
●
●

●
●
●
由

．
。
●
●

■
●
凸
凸

。
。
。

”
、
中
■

i一16…
i51.6％

隆住

－4－

覗 目 人数

子どもが幼いうちは育児にW:念した方がいい33

仕事と子育ての両立は離しい20

子育てはI:1分でしたい15

子どもにとって母親が家にいることは順要だ15

子育ては女仙がした方がいい9

子どもと一緒の時間をできるだけとりたい7

子育てをおろそかにすると子どもへ悪影響を及ぼす4

子育てから得られる喜びは何にも変えられない2

女性の方が家那をまかされることが多い2



い、またそうすることが得策であると考える

のである。

一方で、一生涯専業主州でいることを選択

した者は極めて少ない。専業主婦でいること

について学生は「家事や育児ばかりでは恩が

つまりそう」や「主婦になっても社会とのつ

ながりをもちたい」と答える者が多く、一時

的に専業主州であることを選択したとしても、

パブリックな領域ともつながっていたいとす

る願望を示している。この噸望が「中断パー

ト」や「中断常勤」の選択につながったと琴

えられる。

2）専攻・コース別に見た学生の職経歴没i汁

次に、本学生活科学科の専攻・コース別で

職経歴設計の違いが見られるかをカイ2乗検

定を行った。結果は図2が示すように、専攻・

コース別と職経歴との関連は認められた

（x2＝23.29.f＝4P＜、001)IC》。そこ

で残差分析を行った結果、生活システムコー

ス（以下システムと記す）の学生は「中断パー

ト」が多く、「中断常勤」を選択した学生は

少ない。次に食物栄養学専攻（以下食栄と犯

す）の学生では「中断パート」が少なく、

｢中断常勤」を選択した学生が多い。居住環

境コースの学生にはそれぞれのパターンに人

数の偏りがないために目立った特徴は見られ

ていない。

そこで、食栄の学生に多い「中断常勤」を

選択した主な理由に注目すると、「常勤で働

くことは金銭的損失が少ない」「自分のやり

たい仕事もしたい」である。そして、多くの

者が将来の職業として「栄養士」をあげてお

り、総じて就労意欲は高いことが伺える。こ

のことから食栄の学生は、結婚をして育児を

しながらも好きな仕事にするもupermom，

のような生き方を志向する者が多いと言える。

次にシステムの学生に多い「中断パート」

を選択した主な理由に注目すると、「お金が

必要となるから」と答える者が多いが、将来

の職業についてはそれほどは明確ではなく、

就労はあくまでも家計の補助や自分の小辿い

を稼ぐためという傾向が強い。つまりシステ

ムの学生は、子どもがある程度大きくなれば、

子どもや自分のために「楽で時間の融通が利

く仕事につく」ことを希望しており、経済的

な役割を穂極的に担うことを考えない者が多

いと言える。

このように、食栄とシステムの学生とのINI

に職経歴投計でちがいが見られた理由につい

ては、一つには食物栄養専攻は「栄養士」と

いう資格取得を目指す学生が多く、システム

コースの学生に比べて将来の職業について明

確な目標をもっていると考えられる。そのた

めに、食栄の学生は結婿・出産後の就労意欲

が高く、それが「常勤」という働き方を選択

する至ったと考察できる。しかし、職経歴投

計に影牌を与える要因は母親の職経歴、ある

いは個人の性別役割分業意識などが関与して

いると思われるので、この点については今後

検討を要するであろう。また、居住環境コー

スの学生に際だった特徴が見られなかったの

は、居住環境コースの対象となった学生の人

数が31名と少なかったために統計的に有意と

なる結果が得られにくかったと考えられる。

したがって、今後対象となる居住環境コース

の学生の人数を期やしてlij度検討をする必要

があろう。

おわりに

本研究では、本学生活科学科学生の約80％

が結婚・出産後に仕事を--時退職し、その後

再び再就職をする職経歴を投計していること

が示された。この背景として、現代社会に茂

透する母性イデオロギーが強く影騨を及ぼし

ていること、さらには家庭内における男女の

役宵'1分担の不平等さや仕Plfと家事・育児をI町

立させる社会的制度の不十分さなどの現状が、

彼女たちの職経歴設計に影轡を与えているこ

とを指摘した。

このなかで、食物栄養学専攻の学生に多く

みられた「中断常勤」を副む学生は、就業を

中断すれば中断後に常勤で働く機会が非常に

少ないことを認識していないように思える。

そして、生活システムコースの学生に多くみ

られた「中断パート」を削む学生は、もはや

安心して経済的に夫に依存することができな

くなっている厳しい現実を腿撤していないよ

うにも思える’1)。

一方、「生涯専業主婦でいる」ことを選択

した学生は全体で最も少なく、「生涯就労す

る」ことを選択した学生が上回っている。こ

のことは、もはや「専業主婦になること」が

かつてのように「女性の憧れ」ではなくなり

つつあるのではないだろうか。一方で「生涯

就労」を選択した学生のなかには「仕事を生

涯続けるということは簡単なことではないの
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で、それをやってみたいと思う」「女性は家

のなかで主婦さえしていればいいという考え

もあるが、社会は共働きの時代に移行しつつ

あるから、私は何があっても一生涯定年にな

るまで働き続けたいと強く思う」との答えが

見られる。ここには「就労」を通じて自己実

現を目指す強い意欲が伺えるのである。

今後、女性のライフスタイルが多様化する

ことが予想されるが、本学学生の職経歴設計

にはどのような変化が見られるであろうか。

今後このような視点からの縦断的研究が必要

になると思われる。

〔付記〕本調査のデータ集計に際して、本学

生活科学科助手（非常勤）の大川京子さんに

ご協力頂きました。この場を借りてお礼申し

上げます。
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1）労働省女性局編「平成11年度女性労働

白書」21世紀職業財団、1998年3頁

2）同書、3頁

3）同書、11頁

4）大沢真理子『新しい家族のための経済学』

中公新書、1998年38-42頁

5）落合恵美子「21世紀家族へ』有斐閣選書、

1994年10頁

〔受入図

6）母性イデオロギーについては船橋恵子・

堤マサエ『母性の社会学」サイエンス社、

199215頁を参考にしている。母性イデ

オロギーは女性を過剰に母性との関わり

で規定しているが、妊娠・出産・噛乳が

生理的に女性のみに可能な機能であるが、

その他の育児一般まですべて女性の適性

と考えるのは問題である。

7）落合恵美子上掲瞥176-182頁

8）詳しくは拙稿「三重県における子育て

支援への取り組みについて」「地研年報」

第5号、199925-38頁を参照されたい。

9）厚生省編『平成10年版厚生白書』ぎよう

せい、1998年72頁

10）一般にカイ2乗検定では実数が5以下で

あるとx2分布の近似が悪いと言われて

いる｡そのため、専業主婦を選択した学

生は少数であったため分析からは除外し

ている。

11）落合恵美子前掲書248頁では、安心

をして主婦をできる条件は「夫が死なな

い」「夫は失業しない」「離婚をしない」

であるとしている。現在の経済状況や家

族をめぐる怠識のあり方を考慮すれば、

安心をして主婦をできる条件は満たされ

ていない。

書一覧〕

本研究室で平成11年12月以降に受け入れた図書は次のとおりです。

平成11年 度地方交付税制度解説（補）地方公務員給与制度研究会

卿地方財務協会戦後部落間通論集第1巻解放理論I

明石市の環境平成11年版部落問題研究所

明石市環境部斑境政策課戦後部落問題論集第2巻解放理論Ⅱ

学 校 埜 本 調査報告啓（初等）平成11年度部落問題研究所

文部省戦後部落問題論集第3巻現状・行政論

学校基本調査報告杏（筒等）平成11年度部落問題研究所

文部省戦後部落問題論集第4巻歴史研究I前近代

地方自治便覧1999鋤地方財務協会部落問題研究所

文部法令要覧平成12年版ぎようせい戦後部落問題論集第5巻歴史研究Ⅱ近代

大蔵要覧平成12年版大蔵要覧出版社部落問題研究所

伊勢年鑑2000年伊勢新聞社戦後部落問題論集第6巻同和教育論

平成10年地方公務員給与の実態部落問題研究所

地方公務員給与制度研究会部落問題研究所五十年の歩み

平成10年地方公務員給与の実態（別冊）部落問題研究所
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環境評価の政策利用竹内葱司

環境評価の経済学P.O・ヨハンソン

環境の価値と評価手法栗山浩一

環境概要平成11年度版津市環境部

市税概要平成11年度版津市

ECからEUへ欧州統合の現在金丸輝男

2台目からのパソコンLAN田口美帆

ｴﾘｱﾏﾌ三亜県4桑名市長島･木曽岬町

昭文社

ｴﾘｱﾏ,プ三璽県9尾鷲･熊野市昭文社

ｴﾘｱﾏｯ三重県8．鳥羽市志摩郡昭文社

ｴ ﾘｱﾏ三頭県6松阪市昭文社

ｴﾘｱﾏｯ三璽県5上野･名張市昭文社

ｴﾘｱﾏｯ三亜県1津市･久居市昭文社

ｴﾘｱﾏｯプ三重県2四日市市菰野町昭文社

ｴﾘｱﾏｯ三重県10亀山市関町昭文社

ｴﾘｱﾏｯ三重県7鈴鹿市河芸･楠町昭文社

ｴﾘｱﾏﾌ三重県3伊勢市明和･小俣･玉城・

二見町･御薗村昭文社

フランスの社会原輝史・宮島喬

フランスの経済原輝史

英語リピーティング表現練習編

岩村圭南

英語論文すぐに使える表現集

小田麻里子・味園真紀

MLA英語論文の手引ジョゼフ･ジパルディ

フラ ンス の行政下峰美智彦

フラ ンス の政 治奥烏孝康・中村紘一

東南アジア・南アジア木畑洋一他

東アジア・北東アジア木畑洋一他

シンガポール杉谷滋

イン ド は 、いま。友田富也

タイ経済入門原田泰・井野靖久

ODAと環境・人椛多谷千番子

手にとるようにアジアのことがわかる本

寺島春星

インド現代政治史堀本武功

ハワイ日系移民の教育史沖田行司

フェミニズム理論辞典マギー･ハム

なぐられる女たち世界女性人権白書

米国国務省

フェ ミニ ズムの答滋林道義

生涯学習から地域教育改革へ相庭和彦

人間福祉の発展をめざして西三郎

時間とは幸せとは伽余暇開発センター

教育指標の国際比較平成11年版文部省

平成12年度津市一般会計予算害津市

平成12年度津市特別会計予算書津市

平成12年度津市駐車場事業会計予算樽

津市

平成12年度津市水道事業会計予算轡津市

明石市環境基本計画明石市

明石市環境基本計画概要版明石市

21世紀の環境と新発展パターン

伽地球環境戦略研究機関

ストレスの心理学本間寛他

子ども家庭福祉強商橋亜宏

文系学生のための社会統計学のたしなみ

天野徹

社会禍祉小六法1999

ミネルヴァ密房編集部

大和国無足人日記上･下巻平山敏治郎

磯原藩大和山城奉行記録

上野市古文献刊行会

現代日本出生力分析大谷憲司

I ] 本 人 口 強 滴 水 浩 昭

統計入門中村降英他

尚山公実録藤堂高虎伝上･下巻

上野市古文献刊行会

1995年市区町村別生命表

伽似生統計協会

肢近の人口動態平成9年までのあらまし

厚生省大臣官房統計情報部人口動態統計課

人、問題研究第54巻4号

国立社会保障・人口間麺研究所

岐新保育資料集2000幼児保育研究会

日本祁市年鑑平成11年全国市長会

ｶﾗー ｵー ﾄｽﾗｲ24時間都市をめざして

～アメリカの都市再開発しf－トー

地域科学研究会

ｶﾗｰｵｰﾄｽﾗｲこれからの小学校、中学校

～開かれた学校－その計画と実際～

地域科学研究会

ｶﾗー ｵー ﾄｽﾗｲ24時間都市をめざして

～ヨーロッパの都市再開発レポート～

地域科学研究会

ア メリカの社会保障社会保障研究会

企業内福祉と社会保障

藤田至学・塩野谷祐一

外国人労働者と社会保障社会保障研究所

カナダの社会保障社会保障研究所

医縦保障と医擦費社会保隙研究所

尚齢化社会の生活保障システム八代尚宏

社会柵祉における市民参加社会保障研究所

社会保障の財源政策社会保障研究所

住宅政策と社会保障社会保障研究所
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女性と社会保 障 社 会 保 障 研 究 所

女性のライフサイクル

M・N・オザワ・木村尚三郎・伊部英男

先進諸国の人口問題、阿藤誠

福祉国家の政府間関係社会保障研究所

現代社会保障・社会福祉の基本問題

堀勝洋

現代日本社会福祉政策論宮田和明

公的介護保険に異議あり

里見賢治・二木立・伊東敬文

転換期の福祉政策山下袈裟男

日本の家族と地域性（上）熊谷文枝

日本の家族と地域 性（ 下） 熊谷 文枝

出入国管理及び難民認定法逐条解説改打版

坂中英徳・斎藤利男

平成10年度地方公営企業決算概況

三重県地域振興部市町村課

平成10年度市町村財政の概要

三重県地域振興部市町村課

平成11年度地域研究所年報第22号

旭川大学地域研究所

平成11年版斑境白書三重県版

三重県環境政策課

平成11年度迦輸白書迎翰省

平成11年度版背少年白書

総務庁青少年対策本部

2000年版ジェトロ投資白書

日本貿易振興会

平成12年版日本経済の現況

経済企画庁調査局

平成11年度国民生活選好度調査

経済企画庁国民生活局

行政 投資 平成11年地域政策研究会

平成11年版地方債統計年報第21号

側地方償協会

平成10年度市町村別決算状況調

卿地方財務協会

平成11年版公共施設状況調

鋤地方財務協会

平成12年3月類似団体別市町村財務指数表

側地方財務協会

社会生活統計指標2000総務庁統計局

統計でみる県のすがた2000総務庁統計局

地方自治年鑑1999

鋤自治研修協会・地方自治研究資料ｾﾝﾀｰ

平成11年版世論調査年鑑

内閣総理大臣官房広報室

文 部 統 計 要 覧平成12年版文部省

地方財政要覧平成11年12月

鋤地方財務協会

地方財務白瞥平成12年版自治省

21世紀への施策要覧2000年度版

月刊同友社

出稼ぎブラジル人上･下渡辺雅子

中小企業白瞥2000年度版中小企業庁

環境白書（総説）平成12年度環境庁

環境白書（各諭）平成12年度環境庁

通 商 白 瞥 2 0 0 0 通 商 産 業 省

通商白書（各論）2000通商産業省

レジャー白智2000年庇版

余暇開発センター

社会保障統計年報平成11年度

総理府社会保障制度審議会

家計調査年報平成11年版総務庁統計局

経済要覧平成12年度経済企画庁調査局

生涯教育・社会教育行政必携平成12年版

文部省内生涯教育・社会教育行政研究会

平成10年度市町村財政の概要（団体別個表）

三亜県地域振興部市町村課

観 光 白 書 平 成 1 2 年 版 総 理 府

土地白書平成12年版国土庁

公 務 員 白 書 平 成 1 2 年 版 人 事 院

経済白書平成12年版経済企画庁

厚生白書平成12年版厚生省

労働白書平成12年版労働省

編集後記

暑中お見舞い申し上げます。先日、津

では39.1度を記録しました。今世紀股後

の夏に、お日槻も張りきっているのかも

しれません。

さて、今年度第1号の地研通信をお届

けします。今年から学外で2回の研究交

流集会を開他することとなりました。す

でに初回は7月15日にリージョンプラザ

視聴覚教室において雌され、成功樫に終

えています。また、2回目は11月にセン

ターパレスで開他する予定でいます。こ

のように、学外へ積極的に出て行くこと

を通して、三亜短大地研の存在と研究活

動内容について市民の皆様に広く知って

いただくとともに、地域と結びついた新

しい地研のあり方を確立していきたいと

考えています。

1．T
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